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図 1 通商環境の変化が 2020年の業績に与える影響（業種別） 

（注）有効回答 10社以上の業種のみ掲載。 

（出所）2020 年度海外進出日系企業実態調査（北米編） 

36.3
38.9

60.0
55.4

42.1
39.0

36.1
36.0

30.9
26.7
25.7
25.0
23.5

10.0
43.9

32.4
40.0
39.7
38.5
37.2

29.2
18.5
18.2

12.5
11.1

5.7
5.6

14.3

8.5
2.8

28.0
7.3

4.1
6.3

7.3
5.9

13.3 
6.8 

6.2 

3.7 

6.3 
5.6 

3.8
3.7

4.0

1.7
2.8

8.0
12.7

2.7

7.3
3.9

3.3
6.8

7.7
5.3

3.7

37.8
37.6

11.4
33.7

36.8
30.5
44.4

24.0
36.4

66.7
45.9

62.5
41.2

60.0
29.3

38.0
13.3 

30.1 
30.8 

33.6 
54.2 
59.3 

72.7 
50.0 

44.4 

15.9
13.7

11.4
6.9

15.8
20.3
13.9

4.0
12.7

6.7
21.6

6.3
35.3

30.0
12.2

19.3
30.0 

15.1 
23.1 

17.7 
16.7 
14.8 

9.1 
31.3 

38.9 

0.6 
0.6 

2.9 

5.3 

0.6 

1.4 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

全業種(898)

■製造業(540)

電気・電子機器(35)

自動車等部品(101)

精密・医療機器(19)

一般機械(59)

食料品(36)

電気・電子機器部品(25)

鉄・非鉄・金属(55)

プラスチック製品(30)

化学・医薬(74)

ゴム・窯業・土石(16)

自動車等(17)

鉄道・運搬車両等部品(10)

その他製造業(41)

■非製造業(358)

運輸業(30)

商社・卸売業(73)

建設業(13)

販売会社(113)

事業関連サービス(24)

情報通信業(27)

不動産・賃貸業(11)

旅行・娯楽業(16)

金融・保険業(18)

全体としてマイナスの影響がある マイナスとプラスの影響が同程度
全体としてプラスの影響がある 影響はない
わからない その他



ジェトロ「ビジネス短信」添付資料 

図 2 原材料・部品の中国からの平均調達率（業種別） 

（注）有効回答 10 社以上の業種のみ掲載。

（出所）2020 年度海外進出日系企業実態調査（北米編）
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図 3 マイナスの影響を受ける具体的な政策（複数回答） 

 

（出所）米国進出日系企業実態調査（2019年度、2020年度） 
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図 4 通商環境の変化を受けた対応策（複数回答） 

 

（出所）2020 年度海外進出日系企業実態調査（北米編） 
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